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 2-2 既往検討成果の収集整理 

 2-2-1 将来気候シナリオの設定 

  (1) 令和 3 年度検討の整理 

令和 3 年度検討では、RCP2.6 シナリオ（２℃上昇相当）における将来予

測の平均的な値に加えて、将来の不確実性を踏まえ、RCP2.6 上限値、 RCP8.5

上限値も考慮している。 

なお、後述のように平均海面水位上昇量は気候変動シナリオに応じた値と

しているが、潮位偏差・波浪の増加量はシナリオによらず同一値としている。 

 

図 2-2.1 平均海面水位上昇量の整理（令和 3 年度検討） 

 

 

図 2-2.2 気候変動シナリオの考え方（令和 3 年度検討）  
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  (2) 令和 3 年度検討を踏まえた本検討の方針 

以下の理由から、将来気候シナリオは RCP2.6（2℃上昇）平均値を設定す

る。 

[IPCC 報告書採用の考え方（AR5，AR6）] 

・  IPCC 報告書として、AR6 の一部作業部会報告書が公開されているが、

統合報告書は作成段階であり、先行事例の気候変動検討では検証が十

分な AR5（SROCC を含む）を基本としている。 

・  アンサンブル気候実験（d4PDF/d4PDF）は AR5 に基づいており、現時点

の定量的な評価は AR5 に基づく方法が実務的に妥当である。 

[気候変動シナリオ選定の考え方] 

・  令和 3 年度検討では、RCP2.6 平均値を基本シナリオとして、気候変動

シナリオの違いによる必要天端高への影響検討結果を整理している。 

・  「気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定方法等に

ついて（海岸 4 省庁通知、令和 3 年 8 月）」では、外力の予測は RCP2.6

平均値を基本として、RCP8.5 等も地域特性や評価目的に応じて活用す

る旨が記載されている。 

・  本調査は全国の漁港海岸整備事業への適用を想定したものであり、現

時点で主要な気候変動シナリオである RCP2.6 平均値を用いる。 

 

 

出典：【海岸 4 省庁通知】気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力

の設定方法等について 
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 2-2-2 平均海面水位の上昇量の想定 

  (1) 令和 3 年度検討の整理 

日本の気候変動 2020（文部科学省・気象庁：令和 2 年 12 月）による日本

沿岸の平均海面水位の上昇量と SROCC 推定値の比率に基づき、各検討シナリ

オによる海域別の平均海面水位の上昇量を設定。 

 

  (2) 令和 3 年度検討を踏まえた本検討の方針 

以下の理由から、本調査も令和 3 年度検討と同様の方針として、日本の気

候変動 2020 による海面水位の上昇量（RCP2.6 平均値）を準用する。 

・  海面水位上昇については「確信度=高」とされており、世界平均（IPCC）

及び日本沿岸（日本の気候変動 2020）における定量的な評価が公表さ

れている。 
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 2-2-3 高潮偏差及び波浪の将来変化 

  (1) 令和 3 年度検討の整理 

潮位偏差については、過去の天文潮位と観測潮位の偏差の傾向に基づく簡

易な予測手法※により、2100 年時点の高潮偏差として、現設計で設定された

高潮偏差の倍率（湾内、内水域は 1.2 倍、その他地域は 1.0 倍）を参考とし

て設定している。 

 

     

図 2-2.3 簡易な予測手法による潮位偏差の将来変化量（令和 3 年度検討） 
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波浪については、全国 16 か所波浪観測所の観測結果（ナウファス）の 2020

年と予測した 2100 年の波高を比較により、将来の波高の増大の想定として、

平均値の 1.3 倍を乗じて設定している。 

 

 

図 2-2.4 波浪の設定（令和 3 年度検討） 
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  (2) 令和 3 年度検討を踏まえた本検討の方針 

令和 3 年度検討を踏まえ、潮位偏差及び波浪の将来変化は以下のように検

討する。 

[令和 3 年度検討の手法の課題] 

・  令和 3 年度検討の高潮偏差の増大率は、「気候変動を踏まえた海岸保全

のあり方検討委員会（第７回検討委員会資料）、以下「あり方検討委員

会資料」と記載」の試算値を根拠としているが、当該試算値は高潮経験

式によるものであり、参考値としての位置づけである。 

・  あり方検討委員会資料の高潮偏差の試算値は、RCP8.5（4℃上昇の平均

値）を根拠としており、本調査で想定する RCP2.6 よりも上振れ側の数

値となっている可能性がある。 

・  波浪については過去の観測値の経年変化をもとに増大率を算定してい

るため、将来の気候変動による波浪の増大率と異なる可能性がある。 

 

[本検討の方針] 

・  令和 3 年度検討の手法の改善案として、d2PDF/d4PDF の台風トラックデ

ータを用い、RCP2.6 の気候変動による台風中心気圧の低下量をモデル

地区の代表台風に反映した高潮波浪推算を行うことで、モデル地区周

辺の地形特性及び気候変動（外力の増大率）を精度よく簡便に推算可能

か検討する。 

・  気候変動による高潮偏差の増大は「確信度=中」であり、他自治体の先

行事例では数値計算により高潮偏差の増大量を定量評価しているケー

スがあることから、本調査でも高潮偏差の増大量を考慮した設計手法

を検討する。 

・  気候変動による波浪の増大は「確信度=低」であり、本調査の検討結果

を踏まえて波浪の増大量を現時点で定量化可能かも含めて設計手法を

検討する。 
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 2-2-4 被害額の算定及び感度分析 

  (1) 令和 3 年度検討の整理 

前述の設計波及び潮位・高潮偏差の条件において、「海岸事業の費用便益分

析指針」に基づき、護岸からの越波流量からレベル湛水法による浸水範囲・

浸水深を算定し、被害額の経年変化を試算している。 

また、50 年後の漁業地域の人口や水産物生産の変動とそれが与える被害額

の感度分析を実施している。 

 

  (2) 令和 3 年度検討を踏まえた本検討の方針 

・  基本的な検討手法は令和 3 年度検討と同様に、将来の外力増大および

背後資産の変化を考慮した被害額を算定する。 

・  背後資産の変化については、簡易的な評価手法として各モデル地区の

2100 年までの人口推移に比例して背後資産が減少する状況を想定す

る。 

 

 2-2-5 気候変動適応策の検討 

  (1) 令和 3 年度検討の整理 

気候変動の 3 シナリオ（2℃上昇の平均・上限、4℃上昇の上限）に対して、

2100 年時点まで 10 年ごとに外力を増加させて、10 年ごとの護岸必要天端高

を算定し、施設供用期間（50 年間）における適応策（護岸嵩上げ、人工リー

フ拡幅）、概算事業費を検討している。 

潮位偏差及び波浪の将来変化は、現在から 2100 年まで単調に増加する想

定としている。 

 

  (2) 令和 3 年度検討を踏まえた本検討の方針 

・  将来気候シナリオは 1 気候（RCP2.6 平均）を検討対象とし、必要天端

高、適応策、概算事業費の検討については、令和 3 年度検討と基本的

に同様の方針とする。 

・  なお、令和 3 年度検討では各モデル地区につき 1 施設の検討であるた

め、本検討では沖合施設と堤防・護岸等の連携を考慮した適応策及び整

備時期の選定方法について検討する。  




